様式１

介護給付費算定に係る体制等状況表記入上の注意事項等

	提供サービス

	１１　訪問介護


１　事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合、当該出張所の状況について

は様式37により作成すること。

２　記載にあたっては、それぞれの項目欄の該当する番号について□欄にチェック（☑又は■）すること。

３　「施設等の区分」は、事業所の運営規程において定める「指定訪問介護の内容」に従って選択す

ること。例えば、指定訪問介護の内容を身体介護中心型に限定する場合は「身体介護」を、指定訪

問介護の内容を限定しない場合は「身体介護」「生活援助」「通院等乗降介助」を選択する。
４　「地域区分」は、事業所の所在地が下表のいずれに該当するかを確認し、「６級地」「７級地」

「その他」のいずれかについて□欄にチェック（☑又は■）すること。

	区分
	市町名

	６級地
	静岡市

	７級地
	浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、

藤枝市、御殿場市、袋井市、裾野市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町

	その他
	上記以外の市町


５　「特別地域加算」及び「中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）」は、事

業所の所在する地域について、「別紙１「地域区分」、「特別地域加算対象地区」及び「中山間地

域等の小規模事業所サービスに係る中山間地域等」の一覧」に従って選択すること。

６　中山間地域等における小規模事業所加算は、地域に関する状況と規模に関する状況の両方が要件に該当しないと算定できません。

７　添付書類（算定する場合に添付が必要な書類。下記に記載のない届出項目は添付書類不要）

	届出項目
	添付書類

	施設等の区分
	＜通院等乗降介助＞

・道路運送法上の許可書等の写し

・運営規程（指定訪問介護の内容に「通院等乗降介助」を記載）

※新規指定後に運営規程を変更する場合については、別に（様式第３号）変更届出書の提出が必要です。

	定期巡回・随時対応

サービスに関する状況
	・定期巡回・随時対応サービスに関する状況等に係る届出書（別紙８）

	特定事業所加算
	＜加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ共通＞

・特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅳ)に係る届出書（訪問介護事業所）（別紙９）

・要件を満たすことを証する書類

＜加算Ⅰ・Ⅱの場合＞

・介護福祉士等の資格証の写し

＜加算Ⅰ・Ⅲで重度要介護者等対応要件の①を選択する場合＞

・重度要介護者等対応要件の割合に関する計算書（特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅲ））（別紙９－3）

＜加算Ⅴ＞　※加算Ⅲのみと併算定が可能

・特定事業所加算(Ⅴ)に係る届出書（訪問介護事業所）（別紙９－2）

・要件を満たすことを証する書類

	同一建物減算（同一敷地内建物等に居住する者への提供90％以上）
	・判定結果がわかる書類（「訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書」（別紙10）又はこれに準じた計算書等）

	中山間地域等における小規模事業所加算
	・小規模事業所計算表（別紙３）

	口腔連携強化加算
	・口腔連携強化加算に関する届出書（別紙11）

	認知症専門ケア加算
	・認知症専門ケア加算に係る届出書（訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護）（別紙12）

	介護職員等処遇改善加算
	加算の算定については、別に「介護職員等処遇改善計画書の提出」が必要です。

	割引
	・指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引に係る割引率の設定について（別紙５）


　　注１　当該サービスについて「社会福祉法人軽減事業」を開始する場合は、別途「社会福祉法人等による利用者負担軽減申出書」を提出すること

